
令和 8 年 3 月

令和 8 年度 令和 17 年度

※複数の港湾を有する事業にあっては、港湾ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

（２） 使　用　料　体　系

※施設区分の中で複数の使用料体系がある場合には、それぞれの内容を分けて記載すること。

※各項目の単位を明記すること

別添７－１

網走市港湾整備事業経営戦略

1

昭和41年4月1日

重要港湾

該当なし

該当なし

該当なし

港 湾 区 分
（ 重 要 港 湾 等 ）

事　業　形　態

団 体 名 ： 北海道網走市

事 業 名 ： 網走市港湾整備事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

民 間 活 用 の 状 況

法適（全部適用・一部適
用 ）
非 適 の 区 分

事 業 開 始 年 月 日

職 員 数

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

 イ　指定管理者制度

非適

 ア　民間委託

使用料区分

舗装 - ％ - ％

未舗装 - ％ - ％

舗装 - ％ 120 ％

未舗装 - ％ 120 ％

地上 - ％ 118 ％

地下 - ％ 125 ％

架空 - ％ 125 ％

一般 - ％ 113 ％

- ％ 117 ％

専用 - ％ 120 ％

旅客 - ％ 107 ％

108 ％ - ％

12円

16円

16円

34円

50円

100円

14円

20円

20円

40円

60円

120円

1㎡につき1月までごとに　

1㎡につき1月までごとに　

貨物搬入の日から15日目まで
1㎡につき1月までごとに

貨物搬入の日から16日目以降
1㎡につき1月までごとに 14円

1トンにつき

20円

20円

40円

60円

120円用 地
（ 専 用 ）

1㎡につき1月までごとに　

1㎡につき1月までごとに　

1㎡につき1月までごとに　

1㎡につき1月までごとに　

1㎡につき1日までごとに　

1㎡につき1日までごとに　

用 地
（ そ の 他 ）

1㎡につき1月までごとに　

上 屋

9円

用 地
（ 一 般 ）

5円

船 舶 給 水 施 設 466円 430円 430円

300円 300円 250円

505円 505円 470円

(H26年改正) (H12年改正) (a/b)% (H10年改正) (b/c)%

9円 8円

5円

施 設 区 分 現行（a） 前回(b) 改定率 前々回(c) 改定率

3円 3円 -

-



（３） 現在の経営状況

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

3.5

3.5

R４

R４

R6

R6

R6

R6

139,990人

4.5

4.53.8

R5
経 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

年 間 使 用 料 収 入 額
（ 税 込 み ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

R４

R４

R４ 56,144千円

R5404,816トンR6 444,047トン

70,822人

使用料収入の見通し

用地使用料について、今後も同様の見通し。
また、近年は資金不足が発生しておらず、安定した運営が行えていることから、当面の間料金改定は行わない方針である。

老朽化が進んでおり、計画的に維持管理を行っていく必要がある。

施設の見通し

51,641千円

372,526トン

127,362人

48,901千円

3.8

R5

R5

R5

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
単年度黒字は35百万円程度で推移しており、平成29年度には累積赤字が解消され黒字に転換していることもあり、健全な経営を行う
ことができている。

取扱貨物量等の見通し

年間取扱貨物量については例年40万トン程度で推移しており、今後も同様の見通し。
また、背後圏の需要の動向等を分析し、ポートセールス等を通じて取扱貨物量の増加を目指す方針。

年 間 船 舶 乗 降 旅 客 数
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

年 間 取 扱 貨 物 量
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

令和17年度までの経営戦略を策定しているが、期間終了前に使用料体系の変更等があった場合は適
宜経営戦略の更新及び見直しを行う。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

累積赤字が解消され健全な経営が行われているものの、上屋等港湾施設の老朽化が進んでいることから、今後も計画的に維持管理
を行っていく必要がある。
また、安定した収入を得るため、背後圏の需要の動向等を分析し、ポートセールス等を通じながら施設の利用を促進する。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） 決 算

1 (A) 48,901 51,641 53,043 62,361 60,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507

（１） (B) 48,901 51,641 53,043 62,361 60,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507

ア 48,901 51,641 53,043 62,361 60,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507

イ (C)

ウ

（２）

ア

イ

２ (D) 10,758 13,480 24,316 35,460 33,555 23,461 23,495 23,381 23,555 23,461 23,495 23,381 23,555

（１） 5,996 8,775 18,204 29,660 27,755 17,661 17,695 17,581 17,755 17,661 17,695 17,581 17,755

ア

イ 5,996 8,775 18,204 29,660 27,755 17,661 17,695 17,581 17,755 17,661 17,695 17,581 17,755

（２） 4,762 4,705 6,112 5,800 5,800 5,800 5,800 5,800 5,800 5,800 5,800 5,800 5,800

ア

イ 4,762 4,705 6,112 5,800 5,800 5,800 5,800 5,800 5,800 5,800 5,800 5,800 5,800

３ (E) 38,143 38,161 28,727 26,901 26,952 27,046 27,012 27,126 26,952 27,046 27,012 27,126 26,952

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

17年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

13年度 14年度 16年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

15年度

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） 決 算
17年度本年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 16年度15年度

(J) 38,143 38,161 28,727 26,901 26,952 27,046 27,012 27,126 26,952 27,046 27,012 27,126 26,952

(K)

(L)

(M) △ 200,962 △ 239,105 △ 277,266 △ 305,993 △ 332,894 △ 359,846 △ 386,892 △ 413,904 △ 441,030 △ 467,982 △ 495,028 △ 522,040 △ 549,166

(N) 239,105 277,266 305,993 332,894 359,846 386,892 413,904 441,030 467,982 495,028 522,040 549,166 576,118

(O)

(P) 239,105 277,266 305,993 332,894 359,846 386,892 413,904 441,030 467,982 495,028 522,040 549,166 576,118

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 48,901 51,641 53,043 62,361 60,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507 50,507

（T)

(U)

(V) 48,901 51,641 51,435 51,435 51,435 51,435 51,435 51,435 51,435 51,435 51,435 51,435 51,435

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） 決 算

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 454.55 383.09

赤 字 比 率 （ ×100 ）

214.42 215.28 216.02 214.42

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

218.14 175.86 180.32 215.28 214.97 216.02

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

12年度 13年度 14年度 16年度 17年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 8年度 9年度 10年度 11年度 15年度

214.97

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源


